
 

 
平 成 2 7 年 ４ 月 2 8 日 

総務省北海道管区行政評価局 

 

 

「特殊法人、独立行政法人等における自動体外式除細動器 

（ＡＥＤ）の設置状況等に関する実態調査」の実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省北海道管区行政評価局では、地域住民の生活に密着した行政上の

問題について、行政運営の改善を図るための調査（地域計画調査）を自ら

企画、実施しています。 

今回、行政運営の改善に向けた取組の一環として、公共性の高い事務、

事業等を行う特殊法人、独立行政法人等におけるＡＥＤの設置状況等につ

いて明らかにし、ＡＥＤの設置情報を広く公表することにより、円滑な利

用を促進するため、別紙のとおり、「特殊法人、独立行政法人等における自

動体外式除細動器（ＡＥＤ(注)）の設置状況等に関する実態調査」を実施す

ることになりましたので、お知らせします。 

 (注) Ａutomated External Defibrillatorの略。 

【本件に関する照会先】 

総務省北海道管区行政評価局 

第一部第一評価監視官室 栗山(くりやま)、角(すみ) 

電  話：011-709-2311（内線 3134） 

ファクス：011-709-1843 

Ｅメール：hkd11＠soumu.go.jp 



特殊法人、独立行政法人等における自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置状況等に関する実態調査 

 
 

 

 

調査の背景等 

1 

○  平成16年７月に非医療従事者によ

るＡＥＤの使用が認められてから10

年以上が経過し、この間、ＡＥＤの設

置台数は飛躍的に増加 

 ・  全国のＡＥＤの販売累計台数は、

44万7,818台(注１） 

    このうち、公共施設等に設置され

一般市民が利用できるＡＥＤは、35

万2,087台（78.6％） 

 ・ 道内のＡＥＤの設置台数は、8,996

台（8,106か所）（注２） 

 
（注１） 平成16年７月から24年12月までの販売

累計台数。公益財団法人日本心臓財団

のホームページによる。  

（注２) 平成26年８月末現在。北海道のホーム

ページによる。 

○  心肺機能停止が目撃された症例のうち、一般市民により除細動が実施された割合

は3.6％にとどまっており（注３）、一般市民による応急手当の一層の普及が望まれる状

況 

○  厚生労働省は、平成25年９月に、ＡＥＤの設置場所や配置などの指針となるガイドラ

イン（注4）を公表するとともに、関係省庁等、地方公共団体及びＡＥＤの製造販売業者

に対して、ＡＥＤの適切な管理等について周知、要請 

  

○ 当局では、平成26年12月から27年３月にかけ、道内に所在する国の全行政機関を対

象に、ＡＥＤの設置、管理の状況等について調査し、道内の国の行政機関等における

ＡＥＤの設置場所等の情報を一覧にして公表するとともに、関係機関に対して、講習

の実施や維持管理について、改善意見を通知 

○ 北海道内には、平成27年４月１日現在、特殊法人16法人、独立行政法人33法人、 

国立大学法人11法人及び日本司法支援センターが支店、事務所、施設等を設置し

ており、この中には、来訪者や利用者が多いところもあるため、これらの法人が設置、

管理するＡＥＤへのアクセス向上に向け、設置情報を網羅的に把握し公表することは、

ＡＥＤの利用促進に有効 
 
（注３） 「平成26年版救急・救助の現況」（総務省消防庁）による。 

（注４） 「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（平成25年９月９日一般財団法人日本救急医療財団） 

  この調査は、ＡＥ

Ｄを使用した応急

手当の一層の普

及を推進する観点

から、国の行政機

関に対する調査に

続き、北海道内の

特殊法人、独立行

政法人等における

ＡＥＤの設置状況

等の実態を調査す

ることにより、ＡＥＤ

の設置情報等の

一層の充実を図る

ために実施 

調査項目 

１ 特殊法人、独立行政法人等の施設におけるＡＥＤの設置等の状況 
２ 特殊法人、独立行政法人等の施設におけるＡＥＤの日常点検及び 
  講習の実施状況 
３ その他 

調査対象機関

北海道内に支店、事務所、施設等を有する特殊法人、独立行政法人、国
立大学法人及び日本司法支援センター 

調査実施期間 

平成２７年４月～７月 （７月中に調査結果を公表予定） 



○ ＡＥＤとは、心臓が心室細動という不整脈を起こした時に、電気ショック（除細動）を

与え、心臓 の働きを正常な状態に戻すための装置 

○ ＡＥＤの使用は、医師、看護師、救命救急士等に限られていたが、平成16年７月か

ら、厚生労働省の通知（注）により、一般市民など非医療従事者によるＡＥＤの使用が

可能 

 

 （注） 「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」(平成１６

年7月１日付け医政発第701001号厚生労働省医政局長通知）（抜粋） 

   （非医療従事者によるＡＥＤの使用について） 

    救命の現場に居合わせた一般市民がＡＥＤを用いることには、一般的に反復継続性

が認められず、医師法（昭和23年法律第201号）第17条違反にはならないものと考えられ

る。 
 

   （業務の内容や活動領域の性格から一定の頻度で心停止者に対し応急の対応をする

ことが期待、想定されている者（非医療従事者）がＡＥＤを用いても医師法違反とならな

いものとされるための条件） 

   ① 医師等を探す努力をしても見つからない等、医師等による速やかな対応を得ること

が困難であること 

   ② 使用者が、対象者の意識、呼吸がないことを確認していること 

   ③ 使用者が、ＡＥＤ使用に必要な講習を受けていること 

   ④ 使用されるＡＥＤが医療用具として薬事法上の承認を得ていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考１） 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）とは 
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（参考２） ＡＥＤの普及状況 

○ 全国のＡＥＤの設置台数については、網羅的に把握されているデータはないが、厚

生労働省科学研究費補助金を活用した研究結果（注）等によると、ＡＥＤの販売累計台

数は、平成16年以降毎年増加しており（平成24年12月現在の累計447,818台）、公共

施設などに設置され一般市民が使用できるＡＥＤ（ＰＡＤ：Public Access Defibrillation)

の数は、35万2,087台（78.6％） 
 （注） 循環器疾患等の救命率向上に資する効果的な救急蘇生法の普及啓発に関する研究の分担研究報

告「ＡＥＤの普及状況に係わる研究」（平成24年３月） 
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（注） 循環器疾患等の救命率向上に資する効果的な救急蘇生法の普及啓発に関する研究の分担研究

報告書「ＡＥＤの普及状況に係わる研究」（平成24年３月）に基づき当局が作成。 

     なお、平成24年の数値は、公益財団法人日本心臓財団のホームページによる。 
 
 
 

（参考３） 一般市民による除細動の実施割合 

○ 心原性で、かつ、一般市民により心肺機能停止の時点が目撃された症例のうち、一

般市民による除細動の実施割合は3.6％（平成25年） 

（単位：症例、％） 
               年 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 
 区分 

心原性でかつ一般市民により心肺機能停
18,897 19,707 20,769 21,112 22,463 23,296 23,797 25,469 

止が目撃された症例数 （Ａ） 

うち、一般市民により除細動が実施さ
144 287 429 583 667 738 881 907 

れた症例数 （Ｂ） 

（Ｂ／Ａ） 0.8 1.5 2.1 2.8 3.0 3.2 3.7 3.6 
  

（注） 「平成2６年版救急救助の現況」（総務省消防庁）に基づき当局が作成。 
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（参考４） 特殊法人とは 

  特殊法人とは、政府が必要な事業を行おうとする場合、その業務の性質

が企業的経営になじむものであり、これを通常の行政機関に担当させても

各種の制度上の制約から能率的な経営を期待できないとき等に、特別の法

律によって独立の法人を設け、国家的責任を担保するに足る特別の監督を

行うとともに、その他の面では、できる限り経営の自主性と弾力性を認め

て能率的経営を行わせようとする法人をさします。 

、

 
  北海道内には、以下の特殊法人が支店、営業所等を有しています。 

 
・ 総務省所管 
  東日本電信電話株式会社、日本放送協会、日本郵政株式会社、 
  日本郵便株式会社 
 
・ 財務省所管 
  日本たばこ産業株式会社、株式会社日本政策金融公庫、 
   株式会社日本政策投資銀行 
 
・ 文部科学省所管 
  日本私立学校振興・共済事業団、放送大学学園 
 
・ 厚生労働省所管 
  日本年金機構 
 
・ 農林水産省所管 
  日本中央競馬会 
 
・ 経済産業省所管 
  株式会社商工組合中央金庫 
 
・ 国土交通省所管 
  北海道旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社、 
   東日本高速道路株式会社 
 
・ 環境省所管 
  中間貯蔵・環境安全事業株式会社 



（参考５） 独立行政法人等とは 
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   独立行政法人とは、業務の質の向上や活性化、効率性の向上、自律的な

運営、透明性の向上を図るため、各府省の行政活動から政策の実施部門の

うち一定の事務・事業を分離し、独立の法人格を与えられた法人です。 

  また、国立大学法人は、独立行政法人の枠組みを利用しながら、大学の

自主性・自立性に配慮して設立された法人です。 

   このほか、日本司法支援センターは、総合法律支援法（平成16年法律第

74号）に基づき、独立行政法人の枠組みに従い、総合法律支援に関する事

業を迅速かつ適切に行うことを目的として設立された法人です。 

     北海道内には、以下の独立行政法人等が施設等を有しています。 

 
・ 内閣府所管 
 北方領土問題対策協会 

 
・ 外務省所管 
 国際協力機構 

 
・ 文部科学省所管 
 国立青少年教育振興機構、宇宙航空研究開発機構、日本学生支援機構、 

 国立高等専門学校機構、日本原子力研究開発機構 

  
・ 厚生労働省所管 
 医薬基盤・健康・栄養研究所、勤労者退職金共済機構、 

  高齢・障害・求職者雇用支援機構、労働者健康福祉機構、国立病院機構、 

  地域医療機能推進機構 

 
・ 農林水産省所管 
 農林水産消費安全技術センター、種苗管理センター、家畜改良センター、 

 農業・食品産業技術総合研究機構、森林総合研究所、水産総合研究センター、

農畜産業振興機構 
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 ・ 経済産業省所管 
   産業技術総合研究所、製品評価技術基盤機構、日本貿易振興機構、 

    石油天然ガス・金属鉱物資源機構、中小企業基盤整備機構 

 
   ・ 国土交通省所管 
    土木研究所、海技教育機構、航空大学校、自動車検査独立行政法人、 

    鉄道建設・運輸施設整備支援機構、自動車事故対策機構、都市再生機構、 

  住宅金融支援機構 

 

 ・ 国立大学法人 

    北海道大学、北海道教育大学、室蘭工業大学、小樽商科大学、 

    帯広畜産大学、旭川医科大学、北見工業大学、東京大学、名古屋大学、 

    京都大学、九州大学 

 

 ・ 日本司法支援センター（札幌、函館、旭川及び釧路地方事務所） 
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